
  ○大府市民間木造住宅耐震改修費補助金交付要綱 
 
（目的等） 

第１条 この要綱は、地震発生時における木造住宅の倒壊等による被害の軽減を図るため、旧基

準木造住宅の所有者が行う耐震改修工事に要する費用について、予算の範囲内において大府市

民間木造住宅耐震改修費補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、震災に強い

まちづくりを促進することを目的とする。 
２ 補助金の交付については、大府市補助金等交付規則（昭和４６年大府市規則第７号）の定め

によるほか、この要綱の定めるところによる。 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 
⑴ 旧基準木造住宅 次の要件を全て満たすものをいう。 

  ア 大府市内にある木造住宅（在来軸組構法及び伝統構法の戸建て、長屋、併用住宅及び共

同住宅に限り、国、地方公共団体その他公の機関が所有するものを除く。）であること。 
  イ 昭和５６年５月３１日以前に着工されたものであること。 
  ウ 階数は、２階建て以下のものであること。 
⑵ 木造住宅耐震診断 次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 大府市が実施する無料耐震診断 
  イ 一般財団法人愛知県建築住宅センターが実施した耐震診断 
  ウ 一般財団法人名古屋市建築保全公社が実施した耐震診断 
⑶ 判定値 次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 改訂愛知県木造住宅耐震診断マニュアルによる判定値 
イ 一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」の一般診断法

又は精密診断法による評点 
⑷ 耐震改修工事 地震に対する安全性の向上を目的として実施する補強工事等（別表第１に

定めるものに限る。）を含む改修工事をいう。 
⑸ 段階的耐震改修工事 耐震改修工事を、次に掲げる一段目耐震改修工事と二段目耐震改修

工事に分けて行う工事をいう。 
 ア 一段目耐震改修工事 段階的に２回に分けて行う工事の１回目のもので、一定の耐震性

確保のために行う工事 
 イ 二段目耐震改修工事 一段目耐震改修工事の後に行うもので、全体的な耐震性確保のた

めに行う工事 
⑹ 高齢者世帯 居住者の全員が、補助金の交付の対象となる工事の完了予定日の属する年度

の３月３１日において６５歳以上である世帯をいう。 
⑺ 障がい者世帯 居住者の中に次のいずれかに該当するもののいる世帯をいう。 
ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害

者手帳の交付を受けている者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５



号）別表第５号身体障害者障害程度等級表の１級から４級までに該当するもの 
イ 厚生労働大臣の定めるところにより療育手帳の交付を受けている者で、その判定区分が

Ａ又はＢのもの 
ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２

項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、その判定区分が１級又

は２級のもの 
エ 恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表の２の特別項症から第６項症まで又は

同法別表第１号表の３第１款症の障がいがある戦傷病者 
  （補助の対象者） 
第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号の全てを満たす者とする。ただし、

同一人について同一敷地内における住宅１棟限りとする。 
⑴ 市内に存する旧基準木造住宅を所有する者（現にその建物に居住する者で所有者の同意を

得られるものを含む。）であること。 
⑵ 市税を滞納していない者であること。 
⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号

に規定する暴力団員でないこと。 
⑷ 大府市耐震シェルター整備費補助金交付要綱第９条に基づく耐震シェルター整備費補助金

の交付決定を受けていない者であること。 
（補助の対象工事） 

第４条 補助金の交付の対象となる工事は、次の各号のいずれかに該当する耐震改修工事とする。

ただし、別表第１に定める耐震補強工事（耐震精密診断を除く。）を実施した場合に限る。 
⑴ 第２条第２号アに規定する木造住宅耐震診断の結果、判定値１.０未満と診断された旧基準

木造住宅について、判定値を１.０以上とする補強計画に基づく耐震改修工事。ただし、１.０

未満の階別方向別上部構造評点を、旧判定値又は判定値（耐震改修工事前）に０.３を加算し

た数値以上とする工事に限る。 

⑵ 第２条第２号イ又はウに規定する木造住宅耐震診断の結果、得点が８０点未満と診断され

た旧基準木造住宅について、判定値を１.０以上とする補強計画に基づく耐震改修工事。ただ

し、前号ただし書に相当する工事に限る。 

⑶ 第２条第２号アに規定する木造住宅耐震診断の結果、判定値０.４以下又は同号イ若しくは

ウに規定する木造住宅耐震診断の結果、得点が４０点以下と診断された旧基準木造住宅につ

いて、判定値を１.０以上とする補強計画に基づき、その一部を工事することにより、判定値

を０.７以上１.０未満とする一段目耐震改修工事 

⑷ 第２条第２号アに規定する木造住宅耐震診断の結果、各階の判定値１.０未満又は同号イ若

しくはウに規定する木造住宅耐震診断の結果、各階の得点が８０点未満と診断された旧基準

木造住宅について、その一部を工事することにより、１階の判定値を１.０以上とする一段目

耐震改修工事（全体の判定値を１.０以上とする工事を除く。） 

⑸ 補助金の交付を受けて一段目耐震改修工事を行った後、判定値を１.０以上とする二段目耐

震改修工事。ただし、当該二段目耐震改修工事は、一段目耐震改修工事前の判定値が１.０未

満と診断された階別方向別上部構造評点を、当該判定値に０.３を加算した数値以上とする工



事に限る。 

（補助金の額） 
第５条 補助金の交付の対象となる経費及び１戸当たり（長屋又は共同住宅の場合は、１棟当た

り）の補助金の額は、別表第２のとおりとする。ただし、補助金の額は、千円未満の端数を切

り捨てるものとする。 
（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震改修工事に係る

工事請負契約を締結する前に、民間木造住宅耐震改修費補助金交付申請書（第１号様式。以下

「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 
⑴ 木造住宅耐震診断結果報告書の写し 
⑵ 固定資産税課税台帳登録証明（第２条第２号アに規定する市が実施する無料耐震診断結果

報告書の写しを添付した場合を除く。） 

⑶ 耐震改修工事計画書 

ア 案内図及び平面図 
イ 耐震改修計画図その他耐震補強方法を示す図書（段階的耐震改修工事の申請の場合は、

一段目及び二段目の補強計画を明示すること。） 
ウ 耐震改修計画後の建物についての耐震診断の判定値が分かる書類（建築士の氏名の記載

のあるものに限る。段階的改修工事の申請の場合は、一段目及び二段目の改修後の判定値

が分かる書類を併せて提出すること。） 

⑷ 耐震改修工事費見積書（耐震改修工事とその他の部分を分けたもので、施工業者又は建築

士の名称又は氏名の記載のあるものに限る。） 

⑸ 市税の完納証明書 

⑹ 市内施工業者を利用する場合は、市内に本社を有すること（個人事業者を利用する場合につ

いては、市内に在住すること。）を証明する書類（登記事項証明書等） 

⑺ 高齢者世帯については、世帯全員の住民票 
⑻ 障がい者世帯については、世帯全員の住民票及び障害者手帳その他の障がいの程度を証す

る書類の写し 
⑼ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請書は、申請する年度の１２月２８日まで（大府市の休日を定める条例（平成元年大府市

条例第３１号）第１条第１項に規定する市の休日（以下「休日」という。）を除く。）に提出し

なければならない。 
（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査のうえ、適当

と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を申請者に民間木造住宅耐震改修費補助金交

付決定通知書（第２号様式）により通知するものとする。 
２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を通知する場合において、必要がある場合は

当該補助金の交付について条件を付すことができる。 
（補助事業の変更） 

第８条 補助金の交付決定を受けた申請者は、補助金の交付決定を受けた後に次の各号のいずれ



かに該当する変更をしようとする場合は、あらかじめ、民間木造住宅耐震改修費補助金変更交

付申請書（第３号様式。以下「変更交付申請書」という。）に次項に定める書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 
⑴ 補助金の交付決定の対象となった耐震改修工事（以下「補助事業」という。）の施行箇所又

は施行方法の変更 
⑵ 交付決定を受けた補助金の額の変更 

２ 前項の書類は、次のとおりとする。 
⑴ 変更内容を表した図面 
⑵ 計画変更後の建物についての耐震診断の判定値が分かる書類（建築士の氏名の記載のある

ものに限る。） 

⑶ 変更後の耐震改修工事費見積書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 
３ 前条の規定は、変更交付申請書を受理した場合に準用する。 
（補助事業の中止） 

第９条 申請者は、補助金の交付決定後において、補助事業を中止しようとする場合は、補助金

の交付決定があった日の属する年度の１月３１日まで（休日を除く。）に、民間木造住宅耐震改

修費補助事業における事業の中止届出書（第４号様式）を、市長に提出しなければならない。 
（完了実績報告等） 

第１０条 申請者は、補助事業が完了したときは、補助事業完了の日から起算して３０日を経過

した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の２月２８日のいずれか早い日まで（休

日を除く。）に、民間木造住宅耐震改修費補助事業完了実績報告書（第５号様式。以下「完了実

績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
⑴ 工事請負契約書の写し 
⑵ 施工業者が発行した耐震改修工事費の領収書の写し 

⑶ 工事の着手前、施行状況及び完了後の写真 

⑷ 当該耐震改修工事が適正に施行されたことを証する書面（建築士の氏名の記載のあるもの

に限る。） 

⑸ その他市長が必要と認める書類 
２ 市長は、完了実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査のうえ、適当と認めたとき

は、民間木造住宅耐震改修費補助事業における審査結果通知書（第６号様式。以下「審査結果通

知」という。）により申請者に通知するものとする。 
（完了検査） 

第１１条 市長は、完了実績報告書の提出があったときは、補助事業の完了の検査（以下「完了

検査」という。）をすることができる。 
２ 市長は、必要に応じ、完了検査の前に中間の検査を実施することができる。 
 （不備事項の改善） 
第１２条 市長は、完了実績報告書及び添付資料又は完了検査により補助事業に不備が判明した

ときには、不備事項の改善を行う期限（以下「不備事項改善期限」という。）を定めたうえで、

民間木造住宅耐震改修費補助事業における検査結果不備事項通知書（第７号様式。以下「不備



事項通知書」という。）により申請者に通知するものとする。 
２ 申請者は、不備事項通知書を受け取ったときは、不備事項改善期限までに不備事項を改善し、

市長にその旨を報告しなければならない。 
３ 市長は、前項の報告があった場合は、当該報告又は改善の検査により、改善の内容を審査し、

適当と認めたときは、審査結果通知書により申請者に通知するものとする。 
（補助金の請求及び交付） 

第１３条 申請者は、審査結果通知を受け取った日から起算して１０日以内に請求書（第８号様

式）を市長に提出しなければならない。 
２ 市長は、前項の請求書に基づき、申請者に対し補助金を交付するものとする。 
（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の

交付決定を取り消し、既に交付した補助金があるときは、補助金の返還を命ずるものとする。 
⑴ 虚偽の申請その他不正の行為により、補助金の交付決定を受けたとき。 
⑵ 補助金の交付決定内容、これに付した条件その他法令又はこの要綱に違反したとき。 
⑶ 第１０条第１項に定める期日までに、完了実績報告書が提出されなかったとき。 
⑷ 不備事項通知書による通知をした場合において、不備事項改善期限までに、不備事項の改善

の報告がされないとき又は改善の内容が適当でないとき。 

⑸ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 
（書類の保管） 

第１５条 申請者は、補助事業に関する書類を整理し、当該補助事業の完了後５年間保管するも

のとする。 
（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（適用期限） 

２ この要綱は、令和９年２月２８日までに完了する耐震改修工事について申請された補助金につ

いて適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２８年６月２４日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

   附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  



附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第２条、第４条関係） 

補 強 工 事 等 

 耐震補強工事 改修設計 附帯工事 

調査 耐震精密診断 地盤調査  

耐震改修計画の作成等  
改修設計 
工事監理 

 

総合判定において必要

耐力（Ｑｒ）を低減させ

ることを目的とした工

事 

地盤改良工事  

・屋根工事 
・木造躯

く

体工事（屋根・壁

の軽量化を図るもの及

び床面積を減ずるもの） 

・仮設工事及び既設部分の

撤去工事（建築設備等を

含む。） 
・撤去部分の復旧工事 

総合判定において建物

の強さ（Ｐ）の評価を向

上させることを目的と

した工事 

・木造躯
く

体工事 
・基礎工事（土工事を含む。） 

 

・仮設工事及び既設部分の

撤去工事（建築設備等を

含む。） 
・撤去部分の復旧工事（造

作･左官･内外装･建具･

塗装･建築設備の工事） 

総合判定において劣化度

（Ｄ）の評価を向上させ

ることを目的とした工事 
  

・木造躯
く

体工事（劣化部材

の取替え） 
・仮設工事及び既設部分の

撤去工事（建築設備等を

含む。） 
・撤去部分の復旧工事（造

作･左官･内外装･建具･

塗装･建築設備の工事） 

その他の補強工事 
上記のほか、耐震性能を向

上させるものとして市長が

認める工事 
 

上記のほか、耐震性能を向

上させる工事に附帯する

ものとして市長が認める

工事 



別表第２（第５条関係） 
対象工事 補助対象経費 補助金の額 

第 ４ 条 第

１ 項 第 １

号 及 び 第

２ 号 の 工

事 

耐震補強工事及び附帯工事に要する費

用（以下「耐震補強工事費等」という。）

並びに改修設計に要する費用（以下「設

計費用」という。） 

次に掲げる額の合計額から租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の

１９の２に規定する所得税額の特別控除

の額を控除した額。ただし、補助対象経費

を超える場合は、補助対象経費とする。 
⑴ 耐震補強工事費等について、次に掲げ

る額のいずれか低い額に２０万円を加え

た額 

ア ９０万円 

イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の９ 
⑵ 設計費用について、次に掲げる額のい

ずれか低い額。ただし、設計費用を超え

る場合は、設計費用とする。 
 ア １０万円 
 イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の１ 
⑶ ２０万円（市内に本社を有する法人又

は市内に住所を有する個人事業者を利

用する場合に限る。） 
⑷ ２０万円（高齢者世帯及び障がい者世

帯に限る。） 

第 ４ 条 第

１ 項 第 ３

号 及 び 第

４ 号 の 工

事 

耐震補強工事費等及び設計費用 次に掲げる額の合計額。ただし、補助対象

経費を超える場合は、補助対象経費とす

る。 
⑴ 耐震補強工事費等について、次に掲げ

る額のいずれか低い額 
ア ５０万円 
イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の９ 
⑵ 設計費用について、次に掲げる額のい

ずれか低い額。ただし、設計費用を超え

る場合は、設計費用とする。 
 ア １０万円 
 イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の１ 



⑶ １０万円（市内に本社を有する法人又

は市内に住所を有する個人事業者を

利用する場合に限る。） 
⑷ １０万円（高齢者世帯及び障がい者世

帯に限る。） 

第 ４ 条 第

１ 項 第 ５

号の工事 

耐震補強工事費等及び設計費用 次に掲げる額の合計額から租税特別措置

法第４１条の１９の２に規定する所得税

額の特別控除の額を控除した額。ただし、

補助対象経費を超える場合は、補助対象経

費とする。 
⑴ 耐震補強工事費等について、次に掲げ

る額のいずれか低い額に２０万円を加

えた額 
ア ３０万円 
イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の９ 
⑵ 設計費用について、次に掲げる額のい

ずれか低い額。ただし、設計費用を超え

る場合は、設計費用とする。 
 ア １０万円 
 イ 耐震補強工事費等の８０％の１０

分の１ 
⑶ １０万円（市内に本社を有する法人又

は市内に住所を有する個人事業者を

利用する場合に限る。） 
⑷ １０万円（高齢者世帯及び障がい者世

帯に限る。） 
 


